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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期
第３四半期
連結累計期間

第54期
第３四半期
連結累計期間

第53期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 26,668,779 20,511,458 33,546,425

経常利益 （千円） 1,613,078 714,646 1,852,768

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 984,936 432,827 1,099,901

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 987,835 370,519 1,076,358

純資産額 （千円） 13,459,587 13,767,810 13,548,210

総資産額 （千円） 28,902,213 31,629,904 30,704,651

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 130.56 57.37 145.80

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 46.6 43.5 44.1

 

回次
第53期
第３四半期
連結会計期間

第54期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 37.14 12.93

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるビルメンテナンス業界を取り巻く環境は、人件費の高騰等が収益面に影響

を与え、また人手不足も顕著化の度合いを増してまいりました。「品確法改正」や「地方自治法施行令の一部改

正」も相まって、作業品質レベルへの注目も一層高まってきております。

このような状況下、ファシリティマネジメントの観点から総合的な営業・提案活動を強化しており、特に食の

安全が食品製造会社の喫緊の課題となっている中、食品工場の生産ラインの衛生管理等を行うサニテーション業務

の拡充に注力しております。また、当第３四半期連結累計期間においては、新たに受注したメンテナンス業務も多

く、また前連結会計年度よりスタートしたあるいは本格化した太陽光発電事業、ホテル運営事業、シンガポール現

地法人によるエアコンメンテナンス業務等も順調に推移しております。しかしながら、前年同期には大口の不動産

売却があったことから、前年同期と比較して売上高、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益が減少してお

ります。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は205億11百万円（前年同期比23.1％減）、経常利益は7億14百万

円（前年同期比55.7％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は4億32百万円（前年同期比56.1％減）となりま

した。

セグメントの概況は、次のとおりであります。

①　ビルメンテナンス事業

ビルメンテナンス部門では、お客様のニーズを踏まえた省エネ・省コストに繋がる各種営業提案、作業品質を

維持・向上させるための現場チェック・作業指導活動等を継続して実施しており、新規現場の受注が増えており

ます。また、サニテーション部門でも、お客様の工場の稼働状況に合わせた柔軟な対応や、作業品質、衛生管理

等に高い評価をいただき、新規現場や追加業務の受注が増えており、前年同期と比較して売上高、セグメント利

益が増加いたしました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は171億37百万円（前年同期比6.5％増）、セグメント利益は15

億75百万円（前年同期比0.2％増）となりました。

②　不動産事業

不動産事業では、不動産の売買、仲介及び保有している不動産の賃貸等を行っております。当第３四半期連結

累計期間においては大口の不動産売却による売上計上はなく、今後の案件への対応を進めた期間となりました。

前年同期には大口の不動産売却があったため、前年同期と比較して売上高、セグメント利益が大きく減少いたし

ました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は4億28百万円（前年同期比94.3％減）、セグメント利益は1億

57百万円（前年同期比85.9%減）となりました。

③　介護事業

介護事業では、介護施設の運営や介護サービスの提供を行っております。当社グループでは、メルシー緑が丘

（大阪府豊中市）、メルシーますみ（大阪府池田市）、かおりの里（滋賀県大津市）、メルシー東戸塚（横浜市

戸塚区）を運営しており、入居者様・ご家族様の立場に立った高いレベルのサービスを提供しております。介護

スタッフの人件費の上昇等があるものの、入居稼働率が改善した施設もあり、前年同期と比較して売上高が増加

し、セグメント利益は前期までの赤字から脱却いたしました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は8億61百万円（前年同期比2.9％増）、セグメント利益は5百

万円（前年同期は47百万円のセグメント損失）となりました。
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④　フランチャイズ事業

フランチャイズ事業では、ツタヤ、プロント、ミスタードーナツ、サルヴァトーレ・クオモ、やきとり家すみ

れ等の店舗展開を行っており、業態別に戦略を見直しながら営業強化を図っております。しかし、前年同期中に

閉店した店舗があったことや、一部苦戦している店舗もある影響で、前年同期と比較して売上高、セグメント利

益が減少いたしました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は18億73百万円（前年同期比6.0％減）、セグメント利益は34

百万円（前年同期比22.7％減）となりました。

⑤　その他事業

その他事業では、茨城県潮来市及び岡山県小田郡の太陽光発電事業、沖縄県那覇市でのホテル運営事業、大阪

府豊中市での保育事業がそれぞれ順調であり、売上高及びセグメント利益に寄与いたしました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は2億11百万円（前年同期比22.2％増）、セグメント利益は48

百万円（前年同期比8.6％増）となりました。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。

(3）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,718,722 7,718,722
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 7,718,722 7,718,722 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 7,718,722 － 1,808,800 － 1,852,220

 

(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7)【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　172,700
－ 単元株式数　100株

（相互保有株式）

普通株式　　　6,500
－ 同上

完全議決権株式（その他） 普通株式　7,537,600 75,376 同上

単元未満株式 普通株式　　　1,922 － －

発行済株式総数 7,718,722 － －

総株主の議決権 － 75,376 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ビケンテクノ

大阪府吹田市南金

田２－12－１
172,700 － 172,700 2.23

（相互保有株式）

株式会社セイビ九州

福岡市博多区博多

駅前１－19－３
6,500 － 6,500 0.08

計 － 179,200 － 179,200 2.32

（注）　当第３四半期会計期間末における自己保有株式は172,747株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合

2.23％）となっております。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,952,466 5,250,695

受取手形及び売掛金 2,900,723 2,676,361

商品及び製品 150,319 146,042

販売用不動産 6,272,969 8,049,320

未成工事支出金 5,545 35,805

原材料及び貯蔵品 37,115 37,754

その他 3,885,578 3,714,015

貸倒引当金 △1,256,020 △1,179,321

流動資産合計 17,948,697 18,730,675

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,592,070 3,472,769

土地 5,677,949 5,683,157

その他（純額） 1,150,601 1,262,881

有形固定資産合計 10,420,621 10,418,807

無形固定資産   

のれん 276,419 197,302

その他 215,506 353,953

無形固定資産合計 491,926 551,255

投資その他の資産   

その他 1,936,185 2,021,934

貸倒引当金 △92,779 △92,767

投資その他の資産合計 1,843,406 1,929,166

固定資産合計 12,755,954 12,899,229

資産合計 30,704,651 31,629,904
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,626,560 1,820,208

短期借入金 3,800,000 5,080,000

1年内返済予定の長期借入金 2,471,302 2,430,340

未払法人税等 737,558 19,768

賞与引当金 233,795 99,107

その他 2,269,206 2,623,724

流動負債合計 11,138,423 12,073,148

固定負債   

長期借入金 4,494,792 4,263,164

役員退職慰労引当金 233,093 235,154

退職給付に係る負債 298,590 316,120

その他 991,541 974,506

固定負債合計 6,018,017 5,788,945

負債合計 17,156,441 17,862,094

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,808,800 1,808,800

資本剰余金 1,852,220 1,852,220

利益剰余金 9,721,779 10,003,687

自己株式 △78,463 △78,463

株主資本合計 13,304,336 13,586,245

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 171,584 167,355

為替換算調整勘定 △18,923 △67,435

退職給付に係る調整累計額 91,212 81,644

その他の包括利益累計額合計 243,873 181,564

純資産合計 13,548,210 13,767,810

負債純資産合計 30,704,651 31,629,904
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 26,668,779 20,511,458

売上原価 21,485,110 16,281,348

売上総利益 5,183,669 4,230,110

販売費及び一般管理費 3,575,059 3,608,052

営業利益 1,608,609 622,057

営業外収益   

受取利息 34,838 30,597

受取配当金 6,211 7,778

持分法による投資利益 5,699 6,616

貸倒引当金戻入額 2,265 76,700

その他 56,871 52,666

営業外収益合計 105,885 174,358

営業外費用   

支払利息 63,244 48,765

支払手数料 21,121 13,282

貸倒引当金繰入額 10,988 -

為替差損 2,608 5,720

その他 3,455 14,002

営業外費用合計 101,417 81,770

経常利益 1,613,078 714,646

特別利益   

固定資産売却益 3,956 -

投資有価証券売却益 6,866 1

その他 1,306 -

特別利益合計 12,128 1

特別損失   

固定資産除却損 1,839 62

投資有価証券評価損 - 5,000

会員権評価損 - 4,000

減損損失 - 21,683

和解金 10,200 -

その他 - 145

特別損失合計 12,039 30,891

税金等調整前四半期純利益 1,613,167 683,756

法人税、住民税及び事業税 711,332 191,749

法人税等調整額 △83,101 59,178

法人税等合計 628,230 250,928

四半期純利益 984,936 432,827

親会社株主に帰属する四半期純利益 984,936 432,827
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 984,936 432,827

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 27,731 △4,228

為替換算調整勘定 △35,127 △48,512

退職給付に係る調整額 10,295 △9,567

その他の包括利益合計 2,899 △62,308

四半期包括利益 987,835 370,519

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 987,835 370,519

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

減価償却費 299,451千円 299,381千円

のれんの償却額 139,427

 

45,226

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 75,459 10  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月11日

取締役会
普通株式 75,459 10  平成27年９月30日  平成27年12月10日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 75,459 10  平成28年３月31日  平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月10日

取締役会
普通株式 75,459 10  平成28年９月30日  平成28年12月９日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額

（注）３ ビルメンテ
ナンス事業

不動産事業 介護事業
フランチャ
イズ事業

計

売上高 16,090,427 7,574,964 837,050 1,993,427 26,500,254 172,908 26,668,779 - 26,668,779

セグメント利益

又は損失（△）
1,572,786 1,118,587 △47,857 44,425 2,687,942 44,306 2,732,248 △1,123,638 1,608,609

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル運営事業、太陽

光発電事業、病院経営コンサルティング事業及び環境衛生事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,123,638千円は、各報告セグメントに含まれていない

全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない業務推進のための共通費用や

総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額

（注）３ ビルメンテ
ナンス事業

不動産事業 介護事業
フランチャ
イズ事業

計

売上高 17,137,460 428,225 861,022 1,873,408 20,300,117 211,341 20,511,458 - 20,511,458

セグメント利益 1,575,291 157,389 5,585 34,329 1,772,596 48,112 1,820,708 △1,198,650 622,057

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル運営事業、太陽

光発電事業、病院経営コンサルティング事業、環境衛生事業及び保育事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△1,198,650千円は、各報告セグメントに含まれていない全社費用であり

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない業務推進のための共通費用や総務・経理部門

等の管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「フランチャイズ事業」において、閉店が予定されている店舗を対象に帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては21,683千円であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 130円56銭 57円37銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
984,936 432,827

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
984,936 432,827

普通株式の期中平均株式数（株） 7,543,863 7,543,863

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【その他】

　平成28年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①　中間配当による配当金の総額　　　　　　　　　 75,459千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　 　 　 10円00銭

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日　 　平成28年12月９日

　（注）平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月13日

株式会社ビケンテクノ

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　一之　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 北池　晃一郎　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビケン

テクノの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から

平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ビケンテクノ及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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